
１．人件費の状況                                           （平成26年度普通会計決算額）

住民基本台帳人口
Ｈ27.3.31現在 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ）／（Ａ）
25年度の
人 件 費 率

人 千円 千円 千円 ％ ％
56,571 24,999,127 429,945 3,803,127 15.2 18.6

※人件費には、特別職の職員（市長や市議会
議員、駐在員、各種委員など）の給与（給料
および手当）や報酬を含みます。

※普通会計とは、一般会計と、特別会計のう
ち市営駐車場特別会計を合わせたものです。

４．職員の初任給（給料）の状況　
 （平成27年４月１日現在）

区　分 伊万里市 国

一般行政職
大学卒

円 円
166,600 177,400

高校卒 144,700 144,700

技能労務職 高校卒 140,100 139,500

５．職員の経験年数別・学歴別平均給料月額状況
（平成27年４月１日現在）

区　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒

円 円 円
243,450 310,280 351,083

高校卒 208,900 271,412 311,675

技能労務職 高校卒 202,400 238,900 266,200

２．職員給与費の状況                                                （平成26年度普通会計決算額）

職員数
（Ａ）

職　員　給　与　費 １人当たり
平均給与額

（Ｂ）／（Ａ）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

人 千円 千円 千円 千円 千円
397 1,487,615 247,362 540,738 2,275,715 5,732

※職員数は、一般職の職員（特別職
の職員以外）の人数です。

※職員手当は、退職手当を除いた額
です。

３．職員の平均給料月額および平均年齢の状況
（平成27年４月１日現在）

区　分
伊万里市（平均） 国（平均）

給料月額 年齢 給料月額 年齢

一般行政職
円 歳 円 歳

320,124 42.0 334,283 43.5

技能労務職 349,377 49.6 289,141 50.2

※一般行政職とは、一般職のうち、税務職や福祉職、
保健職、教育職、企業職を除く職員です。

※国の数値は、『国家公務員給与等実態調査』（人事院）
によるものです。

６．職種別・級別職員数の状況〔一般会計〕                                                                   （平成27年４月１日現在）

区　分
行　　　　政　　　　職

技能労務職 合　計
7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 小 計

標 準 的 な
職 務 内 容

部長の職務
ま た は
相 当 職

課長の職務
ま た は
相 当 職

副課長の
職務または
相 当 職

係長の職務
ま た は
相 当 職

副主査の
職務または
相 当 職

高度の知識
または経験
を必要とす
る職員の職
務または相

当職

定型的な業
務を行う職
員の職務ま
たは相当職

自動車運転手
学校技能主事
調理師 など

職 員 数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

14 23 37 109 81 32 61 357 36 393

構 成 比
% % % % % % % % % %

3.6 5.9 9.4 27.7 20.6 8.1 15.5 90.8 9.2 100.0

参
考

1年前の構成比 3.7 5.7 9.7 27.5 22.0 6.9 14.6 90.1 9.9 100.0

5年前の構成比 3.8 5.0 9.1 25.0 22.4 13.5 10.7 89.5 10.5 100.0

②退職手当
（平成27年４月１日現在）

区　分 勤続20年 勤続25年 勤続30年 最高限度額
定年前

早期退職
特別措置

1 人あたり
平均支給額

（平成26年度）

自己
都合

市
月分 月分 月分 月分 % 千円

20.44500 29.14500 41.32500 49.59000
2 〜 20 —

国 2 〜 45 —

勧奨・
定年

市
25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

2 〜 20 23,062

国 2 〜 45 —

７．職員手当の状況
①期末・勤勉手当

（平成27年４月１日現在）

区分 期末手当 勤勉手当

市
6月期

月分 月分
1.225 0.750

12月期 1.375 0.750
合  計 2.600 1.500

国
6月期 1.225 0.750

12月期 1.375 0.750
合  計 2.600 1.500

※職制上の段階や職務の級などによ
る加算措置があります。

市職員の給与は、地方公務員法に基づき、国家公務員やほかの
地方公共団体の職員給与との均衡などを考慮して条例で定めて
います。ここでは、その職員給与の現状をお知らせします。

●問合先　総務課職員係（　 ☎㉓２１２７）



（７．職員手当の状況）
③特殊勤務手当                                                                                               （平成26年度）

職員全体に占
める支給対象
職員の割合

支給対象職員
１人当たり

平均支給月額

手当の種類
（数） 支給額の多い手当

多くの職員に支給
されている手当

％ 円 項目
市税などの徴収事務従事手当

環境衛生業務従事手当
市税などの徴収事務従事手当
社会福祉事務従事手当

5.8 3,097 12

④扶養・住居・通勤手当                                                                                                     （平成27年４月１日現在）

区　分

扶養手当 住居手当 通勤手当

配偶者 配偶者以外
配偶者を欠
く扶養親族
のうち１人

借家・借間最高
支給限度額 交通機関利用者 交通用具使用者

手 当 額

円 円 円 円 円 円

13,000

6,500 11,000

27,000
実　費

※全額支給限度額
55,000

下記のとおり
満16歳になる年度の初めから
満22歳になる年度の末までに
該当する子どもがいる場合

１人につき 5,000円加算

国の制度
との異同 同　じ 同　じ 市域が広いため異なる

国の制度と
異なる内容

（交通用具使用者） 円
2キロメートル以上 5キロメートル未満
5キロメートル以上 8キロメートル未満
8キロメートル以上 10キロメートル未満

10キロメートル以上 15キロメートル未満
15キロメートル以上 20キロメートル未満
20キロメートル以上 30キロメートル未満
30キロメートル以上 40キロメートル未満
40キロメートル以上

2,000
4,300
6,500
8,500

10,600
12,000
13,600
15,000

⑤時間外勤務手当

区　分 支給総額 職員１人当たり
の平均支給月額

平成25年度
円 円

157,901,537 26,909

平成26年度 125,878,220 26,423

８．特別職の報酬の状況                         （平成27年４月１日現在）

区　分 給　料 報　酬
期末手当

6月期 12月期 合 計

市　長
円 円 月分 月分 月分

946,000
—

1.475 1.625 3.100

副市長 755,000

議　長

—

486,000

副議長 435,000

議　員 407,000

９．定員（部門別職員数）の状況                                                                                            （各年４月１日現在）

区　分
職　　員　　数 対　前　年　増　減　数

平成25年 平成26年 平成27年 平成25年 平成26年 平成27年 増員 減員 増　減　理　由

一
　
般
　
行
　
政
　
部
　
門

人 人 人 人 人 人 人 人
議　会 7 7 7 0 0 0 0 0

総　務 93 91 96 0 −2 5 5 0 欠員の補充による増など

税　務 25 25 25 0 0 0 0 0

民　生 82 80 80 −1 −2 0 0 0

衛　生 20 20 18 0 0 −2 0 2 退職者の不補充による減など

労　働 1 1 1 0 0 0 0 0

農林水 37 38 37 0 1 −1 0 1 事務の縮小による減

商　工 13 12 12 0 −1 0 0 0

土　木 33 32 30 0 −1 −2 0 2 欠員の不補充による減など

計 311 306 306 −1 −5 0 5 5

部
　
　
門

特
別
行
政

教　育 88 87 84 −4 −1 −3 0 3 退職者の不補充による減など

消　防 86 0 0 0 −86 0 0 0

計 174 87 84 −4 −87 −3 0 3

普通会計　計 485 393 390 −5 −92 −3 5 8
な
ど
の
部
門

公
営
企
業

水　道 28 27 26 −1 −1 −1 1 2 事業完了に伴う減など

下水道 11 11 11 0 0 0 0 0

その他 37 37 37 0 0 0 0 0

特別会計　計 76 75 74 −1 −1 −1 1 2

合　計 561 468 464 −6 −93 −4 6 10



ここでは、市における人事行政の運営などの状況をお知
らせします。

１．職員の競争試験の状況                       （平成26年度）

区　分 申込者数 受験者数
（Ａ）

最終合格
者数（Ｂ）

競争率
（Ａ）／（Ｂ）

一 般 事 務
人 人 人 倍

72 65 7 9.3
保　育　士 20 20 3 6.7
土　　　木 4 3 0 —
電　　　気 8 8 1 8.0
保　健　師 4 3 1 3.0

※ 最終合格者は、平成27年4月1日付けで採用。

２．職員の任免（異動、採用、退職など）の状況
①異動者数                                       （平成26年度）

区　分 男 性 女 性 合 計

部 長 級
昇　任

人 人 人
7 0 7

その他 6 0 6

課 長 級
昇　任 8 0 8
その他 7 0 7

副課長級
昇　任 8 2 10
その他 12 2 14

係 長 級
昇　任 19 10 29
その他 26 14 40

一般職級
昇　任 — — —
その他 39 19 58

合　計
昇　任 42 12 54
その他 90 35 125

②採用者数         （平成26年度）
区　分 男性 女性 合計

一 般 事 務
人 人 人

3 1 4
社会福祉士 0 1 1
司　　　書 0 1 1
保　育　士 0 3 3
土　　　木 2 0 2
建　　　築 1 0 1
保　健　師 0 1 1

合　計 6 7 13

③退職者数         （平成26年度）
区　分 男性 女性 合計

定年退職
人 人 人

10 4 14
勧奨退職 2 0 2
普通退職 0 0 0
合　計 12 4 16

３．職員の勤務条件（勤務時間・休暇）の状況
①勤務時間〔一般職の標準時間〕                   （平成26年度）

１週間の
勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

38時間45分 午前8時30分 午後5時15分 正午〜午後１時

②年次有給休暇の取得状況                         （平成26年度）
総付与日数

（Ａ）
総取得日数

（Ｂ）
対象職員数

（Ｃ）
平均取得日数
（Ｂ）／（Ｃ）

取得率
（Ｂ）／（Ａ）

日 日 人 日 ％
17,743 4,311 472 9.133 24.297

③時間外勤務・休日勤務の状況                  （平成26年度）

総時間数 職員１人当たりの
勤務平均時間数

時間 時間
62,964 152.5

④育児休業の状況                                       （平成26年度）
区　分 男　性 女　性 合　計

承認件数 件 件 件
0 6 6

期間延長の承認件数 0 1 1

４．職員の分限・懲戒処分の状況
①分限処分                                                   （平成26年度）

区　分 降任 免職 休職 降給 合計

勤務成績が良くない場合 人 人 人 人 人
0 0 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 7 0 7
職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0
職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合 0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0
合　計 0 0 7 0 7

②懲戒処分                                              （平成26年度）

区　分 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合 人 人 人 人 人
0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し、又
は職務を怠った場合 0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行があった場合 0 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0 0

５．職員の営利企業などの従事許可に関する服務の
状況                                                   （平成26年度）

内　容 件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社
その他の団体の役員、顧問、参与および評議員などの
地位を兼ねる場合

件
0

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0
報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 0

６．職員の研修および勤務成績評定の状況
①研修の状況                                          （平成26年度）

内　容 件数

階層別研修
新規採用職員研修

件
13

県市町村振興協会主催研修 54

専門研修
人事管理研修、ＮＯＭＡ行政管理講座など 2
市町村アカデミー 1

派遣研修 自治大学研修、県派遣研修など 5
特別研修 政策企画・接遇・民間企業体験研修など 995

その他研修 市町村行政講演会 27
合　計 1,097

７．職員の健康管理などに関する福祉の状況
①健康診断の状況                                      （平成26年度）

区　分 対象者数 受診者数

定期健康診断
人 人

471 433
各種検診（胃・婦人・ＶＤＴ検診、人間ドック） 113 113

②福利厚生（平成26年度）
　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第42号の規定に

基づき、職員の保健および福利厚生の増進を目的として、
規約により伊万里市職員共済会が設置されています。

▷市職員共済会に対する公費負担額　2,270,700 円

８．職員の勤務条件に関する措置要求、不利益処分
に関する不服申立てなどの利益の保護の状況

（平成26年度）

①勤務条件に関する措置の要求の状況　該当なし
②不利益処分に関する不服申し立ての状況　該当なし

②勤務成績評定の状況（平成26年度）
　（回数）１回 ／ （時期）１月 ／（対象者）445人


